
第 5章 操作変数法:

賃金と労働者の能力

1 はじめに

人間の活動は相互依存的である。ある意思決定は他の意思決定次第である

ということは、日常的に経験する事実である。このことはミクロ計量経済学

にも当てはまる。すなわち、経済主体毎に集められたミクロデータの多くは

全く偶発的に発生しているものではなく、多かれ少なかれ内生的に決まって

いるものである。

例えば、消費行動を分析する場合には、所得や資産は所与として扱ってい

るが、実際には、労働時間や職業選択、投資計画などを通して所得は内生的

に決まっているものである。また貯蓄は所得と消費の残差として受け身的に

決まっていると考えるより、ある程度、長期的な経済見通しに基づいて主体

的に決めているので、これも内生的に決まっていることになる。ミクロ計量

経済学で推定するモデルの右辺の説明変数が内生である場合に、それを考慮

せずに外生変数として扱うと推定パラメータにバイアスがかかる、より厳密

に言えば一致推定量が得られないということになる。本章ではこの問題にど

のように対処すればいいのかを説明したい。

計量モデルで関心のある説明変数の効果を調べたい時に、それが内生変数

であれば、そのバイアスを調整する必要がある。ではその変数が内生かどう

かはどのように調べればいいのだろうか。後ほど説明するように、統計的に

は内生性検定の方法が提示されており、それを適用すればいいのだが、計量

モデルが依拠しいてる理論モデルからも内生であるのかどうかはある程度見

通しをつけることができる。既に述べたように、ミクロ計量経済学の扱う変

数の多くは内生であると考えて推定方法を工夫すべきなのである。

次に、内生変数を説明する操作変数を選ぶことが必要になるが、これがま

た難問である。後に見るように、適切な操作変数とは本来、推計したいモデ

ルの誤差項とは無相関であり、しかもそのモデルで用いられている内生変数

と強い相関があるような変数でなければならない。計量モデルで扱おうとし

ている経済システムの外の変数で、かつシステム内の内生変数と関係がある

ものとは、いわば無い物ねだりのようなものである。実際、ミクロデータ自

体が特定の経済目的で集められており、そのシステムとは関係のない変数に
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ついて調査項目が入っていることはまれである。それだけに適切な操作変数

を探すのに苦労するのである。また無意味な操作変数を用いることは、追加

的なバイスをもたらすので注意しなければならない。適切な操作変数の選択

に関しては近年その手法が多く開発されており、ここでもできるだけ最新の

ものまで紹介するつもりである。

2 操作変数法の考え方

連立方程式を解いてパラメータを推計するという作業は計量経済学ではよ

く行われている。また経済理論上、経済変数が同時に決定されるということ

もよくある。このような場合には変数の内生性を考慮した推計が必要になる。

操作変数法はそのような問題に対処するための推計方法である1。

操作変数法の最も簡単な説明は次のようなものである。

y = β0 + β1x + u

ここで xが外生変数ではなく、uと相関しているとすれば、次のような関

係が見出される。

Cov(x, u) ̸= 0

この場合、パラメータ β0と β1の推計値は xの内生性のために一致推定に

はならない。そこで、xとは相関しているが、uとは無相関な変数 z を導入

する。

Cov(z, u) = 0

Cov(z, x) ̸= 0

この変数 zに相当するものが内生変数 xに対する操作変数と呼ばれるもの

である。操作変数は次の条件を満たしていることが想定されている。(1)操作
変数 zは誤差項 uと無相関である。(2)zは内生変数 xと相関している。(3)z
と xは強く相関している。

ここで Cov(z, u) = 0を直接テストする方法はないが、Cov(z, x) ̸= 0をテ
ストするには、次の式を推計してパラメータπ1 = 0を検定すればよい。す
なわち、

x = π0 + π1z + v

1操作変数法に関する基本文献は Bowden and Turkington (1984)である。近年、後に説明す
るように弱相関問題などを巡って新しい研究が蓄積されている。本章は Baum (2006, Chapter8)
に強く依拠している。
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ここで π1 = Cov(z, x)/V ar(z)であるので、Cov(z, x) ̸= 0が成立するため
には、π1 ̸= 0であることが必要十分条件となるのである。しかし π1 ̸= 0で
あることは必ずしも操作変数が強相関を持つことは意味していない。この問

題については後ほど論じる。

ところで、操作変数を用いた推定式のパラメータは次のように表せる。

β̂IV =
Cov(z, y)
Cov(z, x)

=

n∑
i=1

(zi − z̄)(yi − ȳ)

n∑
i=1

(zi − z̄) (xi − x̄)
=

rzy

rzx

√
y′y√
x′x

β̂0 = ȳ − β̂IV x̄

ここで z = xであれば、推計値は最小二乗法と一致する。上２式が満たさ

れるとすると、操作変数法による推計パラメータは一致推定となる。すなわ

ち p lim(β̂IV ) = β1となる。もし、上２式が満たされない場合は推計パラメー

タは一致推計とはならない。とりわけ、xと uが相関していれば、推計パラ

メータはバイアスを持つ。特に標本数が少ない場合にはかなり大きなバイア

スを持つことが知られている。

２段階最小二乗法（two stage least squared method: 2SLS）は操作変数が
複数あって、内生変数（k）と操作変数（l）の数が必ずしも一致しない（l ≥ k）

場合の推定方法であり、次のように考える。

まず、第１段階では内生変数を操作変数によって回帰する。

x = π0 + π1zi1 + π2zi2 + ωi

推定パラメータを用いて内生変数を予測する。行列式で書くと次のように

表せる。

X̂= Z(Z′Z)−1Z′X

ここで簡便化のために推定パラメータの行列式をPZ= Z(Z′Z)−1Z′と定義
すると、第 2段階での推定パラメータは次のようになる。

β̂2SLS = (X̂′X)−1X̂′y

= {X′Z(Z′Z)−1Z′X}−1{X′Z(Z′Z)−1Z′y}
= (X′PZX)−1X′PZy

β̂2SLS が識別されるためには、Z′Zが l× l非特異行列であり、Z′Xは行列
階数（ランク）kの行列であることが必要条件である。ここで l = kの場合、

2SLSは操作変数法（IV）と一致する。ここでは便宜的に２段階で推定を行っ
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ているように表現しているが、実際には第 1段階と第２段階を同時に推定し
ていることに注意すべきである。すなわち、誤差項は次のように定義される

べきである。

ûi = yi − Xβ̂2SLS

ここでXの代わりに推定された X̂を用いると一致推定量が得られない。上

記の推定パラメータ β̂2SLS の導出式を再確認していただきたい。

3 過剰識別制約

２段階最小二乗法において操作変数の数 (l)と内生変数の数 (k)との関係
に応じて３つのケースが考えられる。(1)l = k であれば、適度識別（just
identified）、(2)l > k であれば過剰識別（over identified）、(3)l < k であれ

ば過少識別（under identified）あるいは識別不可能という。(1)(2)のケース
では操作変数法で推定できるが、(3)のケースでは推定不可能であり、追加的
な操作変数を探す必要がある。逆に、(2)のケースで操作変数が過剰に導入さ
れている場合にも問題が起こりうる。

過剰識別制約 (r)とは操作変数の数 (l)が、内生変数の数（k）を超えてい

る分（r = l − k）を指し、この過剰な操作変数を使って、操作変数ともとも

と推計したい式の誤差項との相関を検定することができる。これは過剰識別

制約検定と呼ばれているもので、考え方は次のようなものである。

(1)まず、(4)式を内生変数と同数の操作変数を用いて２段階最小二乗推定
を行い、誤差 ûを計算する。

(2)誤差 ûを被説明変数として、操作変数 (l)を含む全ての外生変数を用い
て最小二乗法推計する。決定係数 R2 を計算する。

(3)全ての操作変数が誤差 ûと無相関であるという帰無仮説は次の LM統
計量で検定できる。

nR2 ∼ χ2(l − k)

この帰無仮説が棄却されれば、操作変数の内、少なくともいくつかは外生

変数ではないことが判明する。操作変数を無暗に増やすことは、推計にバイ

アスをもたらす危険性があるので、過剰識別制約テストを行ってチェックす

べきである2。

2STATA では Sargan(1958)、Basmann (1960) らの過剰識別制約検定が overid というコ
マンドで行える。
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4 不均一分散検定

第 4章で論じた不均一分散の問題は操作変数法にも残っており、検定を行
い、不均一分散の問題を解決することが望ましい。また、パラメータの分散

を不均一分散頑強標準誤差によって修正し、頑強 t統計量を推定する必要が
ある。基本的な考え方は第 4章で見た、Breusch and Pagan (1979)の検定と
White (1980)の不均一誤差頑強推定を踏襲するものである。
しかし、Pagan and Hall (1983)が指摘したように、複数の内生変数をもつ
操作変数法を考えるような一般的設定では、Breusch and Pagan (1979)の検
定は、関心のある内生変数を含んだ式のみの不均一分散を検定しており、潜

在的な他の連立方程式における不均一分散問題は無視している。Pagan and
Hall (1983)およびWhite (1982)は他の連立方程式に不均一分散問題が存在
しているという設定でカイ二乗検定を提案している3。

5 弱相関の操作変数の問題

実証研究上、適切な操作変数を見つけることは極めて難しいことが知られ

ている。とりわけ zと xの相関が弱い場合には問題がある。変数 zと誤差項

uが相関している場合の操作変数法による推計値の確率極限は次のように表

せる。

p lim β̂1 = β1 +
Corr(z, u)
Corr(z, x)

· σu

σx

σu と σx は、uと xに関する標準偏差である。問題は例え、Corr(z, u)が
小さくても、Corr(z, x)も小さければ操作変数による推計値 β̂1は大幅な不一

致推定となるということである。現実的に考えて、操作変数を用いるよりも

最小二乗法を用いた方が不一致性の程度が低くなることもあり得る。

これは弱相関操作変数（Weak Instrumental Variables）の問題として知ら
れている。以下ではこの弱相関に関する主要な検定を紹介する。

Bound, Jaeger and Baker (1995)は内生変数を操作変数で回帰した第１段
階の推定式の決定係数 (R2)の計算において、いくつかの操作変数を落として
推定することによって決定係数に変化があるかどうかを検定することを提案

している。具体的には部分決定係数は (RSSZ2 − RSSZ)/TSS と定義され、

RSSZ2 は操作変数 Z2だけを使って計算した誤差平方和であり、RSSZ はす

べての操作変数を用いた場合の誤差平方和を表す。この方法は弱相関の問題

を検知するが、その結果として内生変数に対して操作変数が過小になる場合

を排除できない。
3STATA では ivhettest というコマンドを使うことで、Pagan and Hall (1983)、White

(1980)、Breusch and Pargan (1979)、Koenker (1981)などの一連の不均一分散検定を行うこ
とができる。
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Shea(1997)は操作変数間の相関を考慮した部分決定係数を提案している。
すなわち、内生変数 iに関する部分決定係数はR2

p = (vi,i,OLS)/(vi,i.IV ){(1−
R2

IV )/(1 − R2
OLS)}と表される。ここで vi,i は内生変数にかかる推定係数の

漸近分散を表している4。

Andreson(1984)とそれを敷衍したHall, Rudebusch and Wilcox (1996)は
より一般的なアプローチを提案しいてる。ここでは内生変数Xと操作変数 Z

の行列間の正準相関（canonical correlation）Corri i = 1, 2, ..kを計算し、操

作変数が有意であるということは、すべての相関が有意にゼロとは異なるは

ずであることを検定している。Andersonは最小の正準相関はゼロであるとい
う帰無仮説を尤度比を用いて検定した。この統計量は自由度 l− k + 1のカイ
二乗分布に従う。帰無仮説が棄却できなければ操作変数の弱相関問題だけで

はなく、識別に問題がある可能性を示唆することになる。

Hall and Peixe (2000)は正準相関を用いて操作変数の重複 (redundancy)
を検定する方法を提案した。これは Andersonの検定に似ているが、重複し
ていると疑われる操作変数を含んだ正準相関と含まない正準相関に関する尤

度比検定であり、自由度が内生変数と重複している操作変数の積に等しくな

るようなカイ二乗分布に従うことを示した5。

操作変数の弱相関問題は、多くの無相関あるいは低相関の操作変数を用い

ると最小二乗法推定以上にバイアスをもたらすことが Hahn and Hausman
(2002b)によって示されている。また、Staiger and Stock (1997)は弱相関問
題は第 1段階の推定において操作変数が有意であっても起こりうることを示
している6。

6 内生性検定

ここまでは一部の説明変数が内生変数である時の対処法として操作変数法

を論じてきたが、実証上は内生変数であるかどうかを検定することも大切で

あろう。次のようなモデルで説明変数 y2の内生性の疑いがある時を考えよう。

y1 = β0 + β1y2 + β2z1 + β3z2 + u1

ここで z1と z2は外生変数であり、他に操作変数として z3と z4を考えるこ

とができる。この時、上の式を最小二乗法と操作変数法で推計し、パラメー

4Shea(1997) の統計量は小さい程、操作変数の内生変数に関する説明力が低いことを意味し
いてる。STATAのコマンド ivreg2の中の firstか ffirstというオプションを用いれば計算でき
る。

5この検定は STATA では ivreg2 の中の redundant というオプションを用いればいい。ま
た ivreg2 の中にでは Anderson and Rubin (1949)、Cragg and Donald (1993)、Stock and
Wright (2000) らの検定が出来る。

6Nelson and Sartz (1990)、Stock and Wright (2000)、Stock, Wright and Yogo (2002)、
Hahn and Hausman (2002a, 2003)、Andrews and Stock (2005)、Chao and Swanson
(2005)、Stock and Yogo (2005)、Hausman, Stock and Yogo (2005) なども参照。
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タが有意に違うかどうかを Hausman (1978)に従ってカイ二乗検定すること
によって、説明変数 y2 が内生であるかどうかを確かめることができる7。こ

れは Durbin-Wu-Hausman (DWH) 検定として知られているが、基本的には
Hausman検定を敷衍したものである。すなわち、最小二乗法推定による推定
パラメータ β̂eと操作変数法による推定パラメータ β̂cを用いて、次のような

カイ二乗統計量を計算する。

(β̂c − β̂e)′(var[β̂c] − var[β̂e])−1(β̂c − β̂e) v χ(k1)

ここで k1 は内生性検定の対象となった内生変数の数である。この検定は

内生性検定というよりも、最小二乗法と操作変数法を用いた場合に推定パラ

メータが有意に違うかどうかを検定したものである。

Wooldridge(2002, p.119)は次ような内生性検定法を紹介してる。ここで y1

に関するモデルを考えよう。

y1 = β0 + β1y2 + β2z1 + β3z2 + u1

説明変数 y2 が内生変数であると仮定して次のような式を推計する。

y2 = α0 + α1z1 + α2z2 + α3z3 + α4z4 + v2

操作変数の仮定により zj は u1とは無相関であるので、v2が u1と無相関で

あれば、y2も u1とは無相関になる。ということは次式でパラメターδ1 = 0
が y2 も u1 とは無相関のための必要十分条件になる。

u1 = δ1v2 + e1

これを直接検定する方法はないので、y2式を最小二乗法で推計し、残差と

して v̂2 を計算し、これをもとの y1 式に代入し最小二乗法で推計する。

y1 = β0 + β1y2 + β2z1 + β3z2 + δ1v̂2 + ε

t検定でδ1 = 0が棄却されれば、y2は内生変数であるということになる。

7 一般化積率法（GMM）と操作変数法

Hayashi(2000)が論じているように、最小二乗法も操作変数法も一般化積
率法(GMM)の特殊型であると解釈することが可能である8。操作変数 zが誤

7一般的には Durbin (1954)、Wu(1973)、Hausman(1978)によって形成された検定であり、
Durbin-Wu-Hausman testとして知られている。Bowden and Turkington (1984, pp.50-52)
や Davidson and MacKinnon (2004, pp.338-340) を参照。

8本節は Davidson and MacKinnon (2004、Chapter 9) を参照している。
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差項 uと無相関であるという条件 Cov(z, u) = 0は GMMにおけるモーメン
ト（直交）条件 E[zu] = 0と対応している。l 個の操作変数に対して l 個の

モーメント（直交）条件が考えられる。

gi(β) = Z ′
iui = Z ′

i(yi − xiβ)

gi は l ×１ 行列である。モーメント条件のサンプル平均は次のように表
せる。

g(β) =
1
N

∑N
i=1gi(β) =

1
N

∑N
i=1Z

′
i(yi − xiβ) =

1
N

Z ′u

ここで N はサンプル数を表す。適度識別条件（l = k）が満たされていれ

ば、g(β̂GMM ) = 0を満たすようなパラメータ β̂GMM を求めることは、操作

変数法でパラメータ β̂IV を推定することと同値となる。

過剰識別の場合（l > k）、モーメント条件が多すぎるために次のような最

小化問題を解く。

minJ(β̂GMM ) = Ng(β̂GMM )′Wg(β̂GMM )

ここでW は誤差項が独立同一分布（iid）に従っていない場合の g(β̂GMM )
間の相関を考慮した l × l行列のウェイトである。k個の内生変数に対して一

階条件（∂J(β̂)/∂β̂ = 0）を満たすようにパラメータを求める。

β̂GMM = (X′ZWZ′X)−1X′ZWZ′y

適度識別条件の下ではウェイト行列W は IN（単位行列）となり操作変数

法のパラメータと一致する。従ってウェイト行列が意味を持つのは過剰識別

の場合のみである。最適なウェイトは最も有効な推定量を与えてくれるもの

であり、これは次のように定義できることが Hansen(1982)によって明らか
にされている。

W = S−1

S = E[Z ′ uu′ Z] = E[Z ′ΩZ]

ここで S はモーメント条件の共分散（l × l)行列を表している。これを先
のパラメータの推定式に代入すると、

β̂EGMM = (X′ZS−1Z′X)−1X′ZS−1Z′y

有効パラメータ β̂EGMM を得る。実際には S は未知なので、2段階最小二
乗法（2SLS）の誤差項の共分散行列 Ωを用いて Ŝ を、実行可能有効 2段階

GMM推定（feasible efficient teo-step GMM estimator: FEGMM）を得る。
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β̂FEGMM = (X′ZŜ−1Z′X)−1X′ZŜ−1Z′y

誤差項の分散が均一であれば、Ω = σ2IN であり、最適ウェイト行列も単

位行列となり、β̂EGMM = β̂IV と一致する。不均一分散の場合、不均一分散

を考慮した行列 Ŝ は、2SLSの誤差項 ûi と i行目の操作変数 Zi を用いて次

のように表せる。

Ŝ =
1
N

∑N
i=1û

2
i Z

′
iZi

GMM推定でも過剰識別制約検定が必要である。ここではHansen(1982)が
提示した J 検定が一般に用いられる。この検定はGMMの先に挙げた目的関
数を有効パラメータで評価したものである。

J(β̂EGMM ) = Ng(β̂EGMM )′Ŝ−1g(β̂EGMM ) ∼ χ2(l − k)

帰無仮説はモデル定式化は適切で過剰識別制約は有効であるといことであ

る。帰無仮説が棄却されるということは、操作変数が直交条件を満たしてい

ないか、外生変数が本当は内生変数であるか、モデルの重要な説明変数が落

ちているか、などの問題点があることを示唆している。

8 賃金関数の推定

本章では Griliches(1976) が初めて使い、Blackburn and Neumark(1992)
がそれを継承して検証した the National Longitudinal Survey of Young Men
(NLS)の 1980年度までのデータを用いている。データはWooldridgeのホーム
ページで公開されている（http://www.msu.edu/˜ec/faculty/wooldridge/book2.htm）。
このデータは 1966年に 14－ 24歳であった青少年 5225人に対して、1－ 2年毎
に繰り返し調査を行ったパネルデータである。Blackburn and Newmark(1992)
では非黒人男性にサンプルを限定している。この調査には２つの知能テスト

の結果が含まれている。一つは通常の IQテストであり、これは 1968年に一
斉に行われた IQテストの結果を借り受けたものである9。もう一つのテスト

は the knowledge of the world of work (KWW )と呼ばれているもので 1966
年にインタビュー調査されたもので、労働市場に関する知識、学歴、親の履

歴、賃金水準、労働経験、10の職種の中での相対賃金などを調べている。
最終的に残ったサンプル数は 935人であり、脱落者は約 35% である。1966

年から 1980年までの脱落者に共通の傾向があれば、脱落バイアスがあること
になる。このバイアスについては十分に検討する必要がある。具体的には以

9Blackburn and Neumark (1992) も述べているように、IQ テストの結果を公開する許可
はすべての学校が出したわけではないので、約 3 分の 1 のサンプルからは iQ テストの結果が
抜けている。
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下の点である。第 1に、IQテストの結果がランダムに欠けているののでは

なく、特定の傾向をもったサンプルが脱落しているとすれば、サンプルセレ

クション・バイアスが残ることになる。第 2に、学校を中退して仕事に就い
た人については労働市場での雇用機会にどれぐらい恵まれていたのかをコン

トロールする必要がある。

Griliches, Hall and Hausman(1978)では IQテストの結果はランダムに欠

けているという帰無仮説が棄却できないことを示すことによって、サンプル

セレクション・バイアスは一応無いということになっている。

Blackburn abd Neumark (1992)では次のような式を推定しいてる。

lnw = X ′β + D′γ + γAA + ε

ここでwは賃金、Xは人的資本を表す変数、Dは産業ダミーか職種ダミー、

Aは観察不可能な能力変数を表している。この能力変数は個人で固定的であ

ると仮定されている。さらに Aの代理変数として IQかKWW を使う。す

なわち、

IQ = A + ϵI , KWW = γKA + ϵK

さらに Aは両親の学歴などの属性 Z によって説明されるとする。

A = Z ′γZ + ϵZ

これらをまとめると推定式は次のように表せる。

ln w = X ′β + D′γ + γAIQ + ε

IQ = Z ′γZ + ϵZ

ここで Cov(Z, ε) = 0, Cov(ε, ϵZ) = 0であれば、Z は操作変数として使

える。

本章では Griliches(1976, 1977)や Blackburn and Neumark(1992)で用い
られた賃金関数に対する代替モデルを提示する。Grilichesは賃金の説明変数
として外生変数として教育年数を用い、IQを内生変数とし、それに対する操

作変数として両親の教育年数や父親の職業などを用いている。Griliches(1976)
でも第VI節で教育年数の内生性の可能性について言及されているが、実際に
は外生として扱われている。しかし、学歴社会では高学歴が高い賃金を得られ

る条件であるということは周知のことであり、賃金関数において学歴が外生変

数であると考えるには無理がある。また、Grilichesの定式化のように教育年
数と IQが独立した変数であると扱うことにも違和感がある。Griliches(1976,
S80)は教育年数と IQの間に正の相関があるという議論はあるかもしれない
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が、彼はそのような強い関係は見いだせなかったと述べている。しかし、後

に明らかになるように、教育年数と IQには強い相関がある。

さらに、個人の能力の代理変数である IQが賃金に直接影響を与えると考

えるのは現実的だろうか。ここで用いている賃金労働者のデータでは、本人

の才能もそれほど対したものではないだろうし、またそれを管理する経営者

の理解力にも限界があると考えれば、学歴というスクリーニングを通した査

定というのがより現実的であると思う。スポーツ選手や芸術家であれば個人

の才能が直接に本人の収入に結びつくかもしれないが、ここではそのような

人材が分析の対象ではなく、賃金関数の定式化に疑問を感じる。また IQこ

そは自分で選択できるものでもなければ、金で買えるものでもないと考えれ

ば、外生変数と扱うのが適切だと判断できる。教育を高めていく上で、家計

の経済状況や兄弟姉妹の数と並んで、IQは重要な条件であり、最適な操作変

数となると考えられる。このような直感が、本章で論じた操作変数法に関す

る各種の検定でどれだけ支持されるかを見てみよう。

表 1は本章で用いられた変数の定義である。表 2はそれぞれの変数の基本
統計量を示している。表 3は賃金関数を最小二乗法で推定している。ここで
は教育年数の係数や決定係数がGriliches(1976)とほぼ同じであることを確認
した。表 4では教育年数を内生変数と考え、IQ、KWW、母親の教育、父親

の教育を説明変数（操作変数）として用いている。IQ、KWW ともに似た

ような係数となった。操作変数の弱相関のところで論じたように、表 4で係
数が有意であるということは必ずしも操作変数としての適切さを保証するも

のではない。

表 5は一般的な操作変数法を用いて賃金関数を推定した。表 3と比べて大
きな違いは内生変数として扱った教育年数の係数が約倍に増えていることで

ある。これは表 3のように教育を外生変数として扱うことによるバイアスが
マイナスに働いてきたことを示している。Sargan検定や Basmann検定の結
果は、ここで用いた操作変数は誤差項と相関していないことが棄却できない

ことを示している。すなわち、この操作変数は適切であると判断できるとい

うことである。

表６は第 7節で論じた 2段階 GMM推定の結果を載せてある。推定パラ
メータは表 5と全く同じである。また表 6は本章で論じた多くの検定結果が
掲示されている。Anderson Canonical Correlation 尤度比検定では帰無仮説
が棄却できることで、操作変数が有意であることを示唆している。Cragg and
Donald検定でも弱相関問題が棄却されている。Andreson and Rubin検定、
Stock and Wright検定でも内生変数が有意ではないという帰無仮説は棄却
されており、教育年数は確かに内生変数であることが確認されている。また

Hall and Peixeの重複操作変数検定では IQは重複しているという帰無仮説

は強く棄却され、IQを操作変数として用いることは正当化できることが明

らかになった。Sheaの部分決定係数は 0.3492である程度説明力があり、操



ミクロ計量経済学入門 12

作変数の内生変数に対する説明力は棄却できない。不均一分散検定に関して

は、Pagan and Hall検定、White/Koenker検定、Breusch and Pagan検定
などがあり、不均一分散の存在が棄却できないことを示唆している。

表 7では内生性検定を行った。Hausman検定、Wu-Hausman検定、Durbin-
Wu-Hasuman検定全てで、教育年数の外生性が棄却されている。
これらの結果は Griliches(1978,1979)や Baum(2006、Chapter8)で確認さ

れた IQの内生性の結果に相反しているように見受けられる。いやむしろ、教

育年数も IQも内生変数であるということかもしれない。ここでは、賃金関

数というこれまで繰り返し実証分析されてきたトピックに関しても、先行研

究で確定されたように見える結果に加えて、新しい統計検定を用いて代替的

なモデルが棄却できない事を示すことが出来た。

9 おわりに

ミクロ計量経済学の実証研究において最も頻繁に指摘されるモデル定式化

の問題点は、説明変数の内生性に関するものである。実際にミクロ経済学の

意思決定を考慮すれば、ほぼ全ての変数が何らか内生的に決まっていると考

えることが可能である。その問題に対処するために操作変数法が用いられる

ということまでは、ほぼ実証研究の常道になっていると言える。しかし、操

作変数法を用いたと言うだけで、その操作変数が、想定通りの統計的性質を

満たしているのか、操作変数自体が内生性を持たないのか、あるいは操作変

数と内生変数間の相関が極めて弱くはないのかといった点に関しては、これ

まで十分に検討されてこなかったように思われる。

本章では、操作変数をめぐる近年の進捗をできるだけ反映させ、各種の検

定統計量を計算することによって、操作変数が適切に選ばれているのかどう

か、内生変数が適切に選ばれているのかどうか、といった根本的な問題を検

討するための手段とその考え方を論じたつもりである。

応用問題として論じた賃金関数一つを取ってみても、長い先行研究の蓄積が

あるにもかかわらず、まだまだ解明すべき問題点が残っていることが判った。

内生性の問題に関しては今後とも検討していくべき課題であることを十分

認識しておいていただきたい。

10 STATAコード

use ”WAGE2.DTA”, clear
/**Regression**/
reg lwage educ exper tenure married black south urban /*表 3*/



ミクロ計量経済学入門 13

reg lwage educ exper tenure married black south urban, robust/*表 3*/
reg educ IQ KWW sibs brthord meduc feduc
hettest
ovtest
reg educ IQ KWW meduc feduc/*表 4*/
hettest
ovtest
reg educ IQ KWW meduc feduc, robust/*表 4*/

/**Endogeneity Issues: IVreg 表 5**/
ivreg lwage exper tenure married black south urban (educ = IQ KWW

meduc feduc)
overid
ivreg lwage exper tenure married black south urban (educ = IQ KWW

meduc feduc), robust

/**download ivreg2 from STATA corporation**/(STATAコマンドでfindit
ivreg2と入力して ivreg2を探しインストールする)

ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ=IQ KWW
meduc feduc), gmm2s orthog(IQ) /*表 6*/

ivhettest, all
ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ=IQ KWW

meduc feduc), gmm2s orthog(IQ KWW)/*表 6*/
ivhettest, all
ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ= IQ KWW

meduc feduc), ffirst redundant(IQ)
ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ= IQ KWW

meduc feduc), ffirst redundant(KWW)
ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ= IQ KWW

meduc feduc), ffirst redundant(meduc)
ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ= IQ KWW

meduc feduc), ffirst redundant(feduc)
ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ= IQ KWW

meduc feduc), ffirst redundant(IQ KWW)
ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ= IQ KWW

meduc feduc), ffirst redundant(meduc feduc)

/**Durbin-Wu-Hausamn tests for endogeneity in IV estimation 表 7 **/
quietly ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ=IQ

KWW meduc feduc), small
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estimates store iv
quietly regress lwage exper tenure married black south urban educ
hausman iv ., constant sigmamore
quietly ivreg2 lwage exper tenure married black south urban (educ=IQ

KWW meduc feduc), orthog(IQ)small
ivendog
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表１ 変数定義 

wage 月給
hours 週間平均労働時間
IQ IQスコア
KWW 労働意識（knowledge of world work）スコア
educ 教育年数
exper 労働経験年数
tenure 現職の在職年数
age 年齢
married 結婚ダミー
black 黒人ダミー
south 南部ダミー
urban 都市部ダミー
sibs 兄弟姉妹数
brthord 兄弟姉妹における自分の順位
meduc 母親の教育年数
feduc 父親の教育年数
lwage 月給の対数表示

  



表２ 基本統計量 

 

観察値 平均 標準偏差 最小 最大

wage 935 957.946 404.361 115 3,078
hours 935 43.929 7.224 20 80
IQ 935 101.282 15.053 50 145
KWW 935 35.744 7.639 12 56
educ 935 13.468 2.197 9 18
exper 935 11.564 4.375 1 23
tenure 935 7.234 5.075 0 22
age 935 33.080 3.108 28 38
married 935 0.893 0.309 0 1
black 935 0.128 0.335 0 1
south 935 0.341 0.474 0 1
urban 935 0.718 0.450 0 1
sibs 935 2.941 2.306 0 14
brthord 852 2.277 1.596 1 10
meduc 857 10.683 2.850 0 18
feduc 741 10.217 3.301 0 18
lwage 935 6.779 0.421 4.745 8.032

 



表３ 賃金関数の OLS 推定 

Coefficient
Robust t-

ratio

説明変数
educ 0.065 10.21
exper 0.014 4.34
tenure 0.012 4.63
married 0.199 5.02
black -0.188 -5.13
south -0.091 -3.32
urban 0.184 6.78
_cons 5.395 47.69

R-squared
Root MSE
Breusch-
Pagan/Cook-
Weisberg test for
heteroskedasticity
Ramsey RESET test
for omitted variables

F(3,924)=0.69
Prob>F=0.5556

被説明変数：Iwage

観察値 935

Chi2(1)=3.69
Prob>Chi2=0.055

0.253
0.366

 



表４ 教育年数の OLS 推定 

Coefficient
Robust t-

ratio

説明変数
IQ 0.054 10.40
KWW 0.055 6.29
meduc 0.065 2.19
feduc 0.143 5.65
_cons 3.989 8.88

F(4, 717)
Prob>F
R-squared
Root MSE
Breusch-
Pagan/Cook-Weisberg
test for
heteroskedasticity

Ramsey RESET test
for omitted variables

F(3,714)=14.26
Prob>F=0.000

被説明変数：educ

観察値 772

Chi2(1)=3.37
Prob>Chi2=0.066

136.73
0.000
0.390
1.751

 



表５ 賃金関数の操作変数方（IV）推定 

Coefficient
Robust t-

ratio

説明変数
educ 0.110 9.60
exper 0.027 5.97
tenure 0.007 2.35
married 0.204 4.40
black -0.120 -2.42
south -0.075 -2.33
urban 0.174 5.49
_cons 4.671 23.91

R-squared
Root MSE

Sargan N*R-sq test

Basmann test

Instrumented: edu
Instruments: exper, tenure, married, black, south,

urban, IQ, KWW, medc, feduc

0.496 Chi-squ(3)
P-value=0.920

被説明変数：Iwage

観察値 772
0.198
0.378

Tests of overidentifying
restrictions

0.503 Chi-squ(3)
P-value=0.918

 



表６ 賃金関数の２段階 GMM 推定 

Coefficient ｚ-ratio

説明変数
educ 0.110 9.16
exper 0.027 5.84
tenure 0.007 2.39
married 0.204 4.56
black -0.120 -2.33
south -0.075 -2.41
urban 0.174 5.45
_cons 4.671 23.05

Centered R2
Uncentered R2
Root MSE

Identification Tests

Anderson-Rubin Wald F test

Anderson-Rubin Wald Chi-sq test

Stock-Wright LM S stat
Chi-sq(4)=78.90
P-value=0.000

Shea Partial R2
R2=0.3492

P-value=0.000

IV redundancy test (LM test for IQ)
Chi-sq(1)=82.580
P-value=0.000

被説明変数：Iwage

観察値

Weak instrument-robust inference

F(4,711)=21.81
P-value=0.000

722

White/Koenker nR2 test statistic: 21.348

0.198
0.997
0.375

Chi-squ(10) P-value=0.020

95.396

IV heteroskedasticity tests

Pagan-Hall general test statistic: 21.102

Pagan-Hall test
w/assumed normality: 33.780

Chi-sq(4)=88.58
P-value=0.000

Breusch-Pagan/Godfrey/Cook-Weisberg:
34.790

Weak identification test (Cragg-Donald Wald F
statistic)

Underidentification test (Anderson Canonical
Correlation LM statistic)

Chi-sq(4)=252.157
P-value=0.000

Sargan statistic (overidentification test of all
instruments)

Chi-sq(3)=0.503
P-value=0.918

Chi-squ(10) P-value=0.000

Chi-squ(10) P-value=0.019

Chi-squ(10) P-value=0.000



表７ 内生性に関する Durbin-Wu-Hausman 検定 

(b) iv (B)
(b-B)

Difference
sqrt(diag(V_b-

V_B)) S.E.

説明変数
educ 0.110 0.065 0.045 0.010
exper 0.027 0.014 0.012 0.003
tenure 0.007 0.012 -0.005 0.002
married 0.204 0.199 0.005 0.019
black -0.120 -0.188 0.068 0.033
south -0.075 -0.091 0.016 0.015
urban 0.174 0.184 -0.010 0.015
_cons 4.671 5.395 -0.724 0.162

Wu-Hausman F test:

Durbin-Wu-Hasuman chi2 test:

Coefficient
被説明変数：Iwage

21.700   F(1, 713)    P-value=0.000

21.322  Chi-sq(1)  P-value=0.000

Tests of endogeneity of: educ

chi2(8)=25.52

Prob>Chi2=0.001

 

 


